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はじめに

　本稿は、アメリカにおける会社間関係のネットワークを取締役兼任制の観点から分析するた
めの一つの素材を提供しようとするものである。取締役兼任制は、取締役という個人によって
作り出される人的な会社間関係の一種である。したがって、その関係を分析する視角は取締役
個人の社会学的背景も含めて多様でありうるのだが、ここではそれが会社間関係を表現する限
りで対象とする。すなわち個人である取締役そのものではなく、それによって結合する会社が
作り出す社会的・経済的諸関係を対象とするのである。
　このような意味における会社間の関係は、取締役兼任以外にも、株式所有や商取引関係ある
いは戦略的な提携関係などの形で存在している。それらは全体として特定の会社間の関係を形
成することになるのであるが、取締役兼任によって生じる会社間の靭帯はそれ以外の会社間関
係とは多くの点で異なっている。すなわち、取締役兼任制は人間それ自体をメディアとするこ
とによって、強力な支配力の表現や会社戦略に対する影響力の行使あるいはビジネス上の信頼
関係の構築など、意思決定のコンピュタリゼーションや情報通信ネットワークの発達によって
も処理しきれない高度な経営情報ネットワークとして機能する会社間関係なのである。取締役
兼任制によって構築される会社間ネットワーク(intercorporate networks)は、競争と協調の
複雑な交錯によって特徴づけられる現代企業の経営行動を理解するキーワードの１つであると
いえよう。
　ただし次の点には十分な注意が必要である。すなわちトップ・マネジメントの制度的な差
異、例えば取締役会の組織や取締役間の権力・役割の相違などによって、日本や欧米の各国で
は取締役兼任の機能的な位置づけが異なるという点である。そのためこの問題にアプローチす
るには、国ごとのトップ・マネジメント制度の構造と機能について総合的に比較検討すること
が前提的な作業となる１）。本稿で試みるような取締役兼任制の計量的な分析は、個々の兼任
関係の質的な内容の相違をおしなべて比較可能な数値にしてしまう点で多くの仮説的前提を必
要とする作業である。しかし上の観点からいえば、ある範囲の会社間ネットワークの総体につ
いてその構造と機能を明らかにすることは、アメリカにおけるトップ・マネジメント組織の全
体的特質を考察する際の基礎作業であると考えている。

　１．取締役兼任ネットワークとグラフ分析

　このテーマについて筆者はすでに拙稿［1987b］、［1992c］、［1993］などで検討を加えて
いる。そこでは1980年のアメリカ企業190余社の兼任関係の全体的なデータを基に、アメリカ
において取締役兼任制のネットワークが、全国的な広がりをもって網の目のように拡大してい
ることをまず明らかにしてきた。そしてネットワークの構造は全国的に均質ではなく、多様な
特性を持った地域的なネットワークを確認することができる２）。もちろん、地域的なネット
ワークといっても完全に他から切り離された会社間関係のまとまりが存在するわけではない。
サンプルの会社はすべて大企業であり、その会社間関係は横断的に全国をネットワーキングし
ている。ここでいう地域ネットワークは、あくまでもその中で相対的に密度の高い関係を作り
出している領域であり、その密度にも地域ごとに濃淡がある３）。
　ネットワークとはそもそも相互的な関係の連鎖であるから、そこに属する個別の会社間関係
を考えることは、いかえればその会社が全体のなかでどのくらい中心的な位置にあるかという
度合を考えることでもある。そしてネットワークにおいて中心さの度合の高い会社は、取締役
兼任を内容とする限りではあるが、会社間関係的に他の会社に対して影響力を持ちうる立場に
ある４）。
　例えば取締役兼任ネットワークにおけるメンバー会社を「点」、兼任関係を点と点を結ぶ
「線」とみなぜばそのネットワーク全体を「グラフ」として扱うことができる。グラフの構造
と規則を扱うグラフ理論によれば、それぞれの点（会社）に隣接する線（兼任関係）の多いも



のが高い中心性を持つと考える尺度がある。「隣接度」である。取締役兼任制の地域的なネッ
トワークであれば、同一地域内の会社と結ぶ兼任関係が多いほどその地域における中心性が高
いとするわけである。
　表１には、各地域ネットワークにおいて隣接度の最も大きな会社群が示されている。見られ
るとおり、アトランタ、ピッツバーグ、フィラデルフィア、テキサス／オクラホマ、シカゴ、
西部地方、ニューヨークの各地域ネットワークでは単独の会社が最も高い隣接度を示している
が、ボストン、ミネアポリス／セントポール、ハートフォード、ニュージャージー、ヴァージ
ニア／ノースカロライナ、オハイオ、ミシガンの各地域では同じ隣接度を示す会社が複数存在
している。そして最も高い隣接度を示す会社の特徴としては、まず金融会社が多いことがあげ
られる。その地域で最も隣接度の高い会社が単独である場合は、フィラデルフィアを除いてす
べて金融会社であり、そうでない場合でも金融会社の方が優勢である傾向が見受けられる。金
融会社はおおむね有力な地域銀行である。ただし、オハイオ地域だけはやや特異であり、同一
の隣接度を持つ会社が７社もある上にその内５社までが非金融会社である。
　しかし表１では、複数の取締役が同時に同じ会社を兼任していても（兼任が重複度をもつと
いう）会社間の関係としては１つとしてカウントしている。したがって、兼任関係をもつ会社
の数が同じであれば隣接度も同じということになる。実際には兼任はいろいろな重複度で行わ
れることが多いのであるが、それをのべて単一の会社間関係としてカウントすれば、特に小さ
なネットワークでは同じ隣接度を持つ会社が複数存在することになりがちである。そして重複
度の高い兼任関係は、例えば取締役個人の退任などによる会社間関係の断絶の可能性も低く、
断絶しても修復の可能性が高い。その意味で、重複度は会社間の結合の程度を示す重要な指標
なのである。とはいえ反対に重複度をすべて隣接度にカウントしてしまうと、例えば５人以上
もの取締役が兼任するような特異な会社間関係が飛び抜けて高い値を持つことになる。重複度
を考慮しても、またそうしなくても隣接度による中心性の尺度はある限界をもつのである。
　ある地域ネットワークにおいて、特定の会社だけが最も高い隣接度を示していれば、兼任の
方向性と重複度に質的な意味を持たせない限り、他の会社に対するその会社の中心さの度合が
高いとすることに問題はない。しかし、それはあくまでもその会社にのみ焦点をあわせた中心
さの度合であって、ネットワーク全体の相互的な関係を考慮に入れた上での尺度ではないとい
う限定が必要である。この意味において、表１に示されている会社は当該地域において「部
分」中心性が高い会社ということができよう５）。

　２．取締役兼任ネットワークにおける中心会社

　　2-1　中心性スコアの基本モデル

　グラフ分析における隣接度の尺度において最も不十分であったのは、その会社に直接結合す
る会社間の関係性だけしか考慮されないという点である。しかし、ある会社と関係を持つ会社
はそのネットワークの中でまた別の会社と関係を持つわけであるから、ある会社のネットワー
クにおける中心さの度合はそれと関係する諸会社の中心さの度合によって決められる必要があ
る。すなわちある会社の中心性は、他の会社のそれとの関連において決定されることが望まし
いわけである。
　また会社間の結合についてもそれを一様とするのではなく、それぞれの兼任関係に応じた強
度の相違を見い出した上で全体の会社間関係の連鎖を考えなければならない。このような意味
での会社間関係の強度を示すには、取締役兼任を内容とする限り重複度で表わされる兼任取締
役数の大小がもっとも重要であろう。しかし、会社の規模が大きくなれば通常取締役の数も多
くなるので、彼らの中で兼任する取締役は確率的に増加する。この点で単純に兼任数と会社間
結合力をリンクさせるには問題がある。すなわち結合する会社の規模が単純にその関係の強さ
に直結しないように、取締役兼任によって生ずる結合力を状況的に調整する必要がある。
　これらの諸条件を考慮した中心さの尺度は、特に第１の条件からすれば一種の連立方程式の
解として求められる必要がある。そして第２の条件は、在籍する取締役の総数に連動させた兼
任取締役による結合力という指標を案出することでクリアしなければならない。このような条



件のもとで十数社をメンバーとする地域ネットワークを分析しようとするならば、計量社会学
の分野において用いられてきたボナチッチ(P.Bonacich)による中心性の検出方法が最も有効で
あるといえよう６）。
　一般に「中心性スコア」と呼ばれるこの方法の核心は、ある会社の中心性をそれと結合する
すべての会社の中心性の加重平均として求めようとするところにある。いまｒｉｊを企業ｉの
企業ｊに対する直接的な関係の強度（結合力）とするならば、企業ｉの中心性スコアＣｉを次
式のように考えるわけである。

　　　　　　 

あるいは

　　 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　(1)

　ここでｎは企業ｉと結合する企業数である。取締役兼任によって生ずる会社間結合力の相関
関数としてｒｉｊが与えられれば、この式はCｊを未知数とした連立方程式として考えること
ができる。そしてCをＣｉからなる行ベクトル、Rをｒｉｊからなる非負行列とすれば(1)式
は、

　　　C ＝RC　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)

のように行列表示できる。しかし、この方程式の解は無意味であるから(2)式の左辺になんら
かの比例定数λを乗じて変形させれば、

　　λC ＝RC　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)

という固有方程式であると考られる。λはRの固有値であり、フロベニウス(Frobenius)の定理
からフロベニウス根に対して非負の固有ベクトルCが常に存在する。そして、こうして求めら
れたＣｉを企業ｉのネットワークにおける中心性＝役割の程度を示す指標として考えるわけで
ある。
　そこで次に問題となるのは、兼任によって生ずる会社間の結合力の関数として考えられてい
るRすなわちｒｉｊの値である。例示１にはサンプルとしてピッツバーグ地域の兼任関係が行
列の形式で示されている。兼任行列Ａはメンバー会社間で兼任があれば１なければ０の値をと
った行列であり、兼任行列Ｂは重複度をそれに加えたものである。ここで最もシンプルなｒｉ
ｊの考え方として行列Ａの値が考えられる。しかしこの値は兼任する取締役の数（重複度）を
考慮しない数字であり、結局のところ中心さの度合を表わす尺度としての隣接度の難点をクリ
アするものではない。実際、行列Aの縦ないし横の要素を合計した値は各会社の隣接度であ
る。それでは行列Ｂはどうであろうか。この値は兼任の有無に重複度を加えることによって、
行列Ａよりは会社間の結合力をリアルに表現するといってよい。しかし兼任取締役の数は通常
その会社の総取締役数が多いほど増加する傾向があり、この値をそのまま用いるならば在籍す
る取締役数の多い会社ほど中心性スコアが極端に高くなる可能性がある。これらの難点を是正
するには、マリオリスらにしたがって以下のようにｒｉｊを定めるのが妥当であろう
（Mariolis［1975］）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4)

　ここでｄｉは企業ｉ、ｄｊは企業ｊの総取締役数を示しており、ｂｉｊは両社を兼任する取
締役数である。ただし自分自身との兼任はありえないからi＝jの時は０とされる７）。(4)式
のメリットは、兼任の重複度が大きければそれをｒｉｊの値に反映するが、兼任する両社の取
締役数が多ければその効果を減少させるという点にある。この値は例示１の結合力行列の欄に
実際の計算結果として示されている。
　そしてこの行列の主要固有値を計算し、そこから各要素の固有ベクトルを求めた値をその会



社の中心さの度合すなわち中心性スコアと呼ぶ。例示２はそのようにして求められたピッツバ
ーグ地域の各会社の固有ベクトルである。本稿ではCの要素の最大値を１として、すべての中
心性スコアが０から１の間の値をとるように表示しているが、本来その値は相対的なものであ
り他のネットワークで求められた値と相互に比較できる性格のものではない。この点には十分
な注意が必要である８）。兼任行列Ａの「合計」の欄に示されているように、その会社と結合
する会社数で示す隣接度でいえばピッツバーグ・ナショナル銀行がトップであるが、ネットワ
ーク全体の結合状況と在籍・兼任取締役総数の全体を考慮して算出する中心性スコアではメロ
ン・ナショナル銀行が最も高い値を示している（本稿では便宜上銀行持株会社も銀行と表記す
る）。
　またミズルチやミンツとシュワーツなどは、兼任に方向性のある場合それが「派遣」か「受
入れ」か「交換」かによって両社の結合力に相違が生じるとして、それぞれ任意のウエイトづ
けをおこなったｒｉｊの修正を提案している９）。しかし、本稿ではすべての兼任について方
向性を確認することが困難であり、また派遣と受入れのウエイトづけを一般に行われているよ
うに９対１といった割合で案分することの適否を検討する準備もない。したがって、ここでは
取締役兼任ネットワークを方向づけのない相互的な関係とした上で、式(4)から導かれる会社
間結合力を基に中心性スコアを分析していくことにする。

　　2-2　地域メンバーの中心性スコア

　それでは各地域の中心性スコアを見ていくことにしよう。すべての地域において、最も中心
性スコアの高い会社が単独で確認されたが、その他の会社のスコアも含めて検討することで当
該地域のネットワークの最も単純な特性を区別することができる。

　　　2-2-1　ネットワークの全体に階層性のある地域
　これは地域内のほとんどの会社が連鎖的に兼任し、そのネットワークに含まれる会社の中心
性の度合に一定の階層化がみられる地域である。ただし階層性といっても、ピラミッドのよう
な純然たる上下関係が企業間に存在するのではない。ある会社が他の会社に取締役兼任を通じ
て影響力を行使しようとする場合、あるいは一種の情報ネットワークとして取締役兼任制ネッ
トワークを考えた場合の客観的なポジションの優位さの問題である。そしてその階層性のトッ
プの位置を占める会社は、金融会社であるケースと非金融会社であるケースがある。
　まず、金融会社が最も高い中心性スコアを示している地域はアトランタである（表２）。こ
の地域では、ファースト・ナショナル・ホールディング銀行が地域内で兼任を行っておらずス
コアを０としているが、他の３社は相互に兼任関係にあって、そのうちジョージア信託銀行が
最も高いスコアを示している。またボストンは大きな非金融会社がないためメンバーの４社と
も金融会社であり、表１に示したようにそのそれぞれが相互に２社ずつ兼任している。したが
って隣接度は全社が２となり部分中心性ではまったく同等であるわけであるが、中心性スコア
をみるとファースト・ナショナル・ボストン銀行をトップとして４社の間に階層性を確認する
ことができる。これはまさに中心性スコアの考え方が、各社に在籍する取締役数と兼任取締役
数の相違に依存することの結果である（表３）。ミネアポリス／セントポールではファース
ト・バンク・システム社が最も高いスコアを示しており、同一地域内の大手運輸会社バーリン
トン・ノーザン社とエレクトロニクスのハネウェル社がほぼ同じくらいのスコアでそれに続い
ている（表４）。ピッツバーグではすでに例示したようにメロン・ナショナル銀行のスコアが
最も高くなっているが、同社と緊密な兼任関係にあるガルフ石油もほとんど同レベルの高い中
心性を示している（表５）。
　またハートフォードでは総合金融会社のＣＢＴがトップであり、続いてコネチカット相互生
命が高い中心性を示しているが、それ以下の各社は比較的低い中心性を示している（表６）。
ミシガンではナショナル・デトロイト銀行がトップであるが、電力会社のデトロイト・エディ
ソンとのスコアの差はわずかである。またミシガン・ナショナル銀行は、地域銀行ではあるが
地域内のメンバーと兼任していないのでスコアが出ていない（表７）。続いてシカゴでは、大
手地域銀行のファースト・シカゴが最も大きなスコアを示しており、それに続く電力会社のコ
モンウェルス・エディソン以下各社が階層的なスコアを示している（表８）。
　次に非金融会社が最も高い中心性スコアを示している地域を見てみよう。フィラデルフィア



ではフィラデルフィア電力会社が最も大きな中心性を示している。同社に続くのはファース
ト・ペンシルベニア銀行であるが、スコアには若干の開きがある（表９）。オハイオでは製鉄
会社リパブリック・スティールがトップのスコアを示しており、金融会社のクリーブトラスト
とナショナル・シティ銀行がそれに続いている（表10）。最後は西部地方であるが、同地域で
は中心性スコアの上位は非金融会社で占められている。最も高いスコアは大手石油会社スタン
ダード・オイル・オブ・カリフォルニアであるが、航空宇宙のボーイング社も非常に高いスコ
アを示している。そして大手地域銀行のバンカメ(BankAmerica)は中心性スコアの上では６位
に止まっている（表11）１０）。

　　　2-2-2　地域内にいくつかの断片性がある地域
　以上の地域ネットワークは、程度の差はあるが、いずれもほとんどのメンバー会社による兼
任の緊密な連鎖が成立している。そしてその連鎖の中でメンバー会社が結合する強さとつなが
り方のパターンによって、中心さの度合が決定されていくのである。それに対して以下の地域
は、いずれも中心さの度合を決定することに寄与しない会社を比較的多く含む地域である。す
なわち地域内メンバーとまったく兼任しないか、あるいは兼任してもその他のメンバーに連鎖
しない形の独立的な兼任が含まれる地域である。このような会社は固有ベクトルを計算するこ
と自体が無意味なので、スコアを０と表示せず未記入にしてある。
　まずニュージャージーにおいてはミューチュアル・ベネフィット生命の中心性スコアがトッ
プであるが、パブリック・サービス・エレクトリック・アンド・ガス社とファースト・ナショ
ナル・ステート銀行、プルデンシャル保険の各社がいずれも高い中心性を持った一つのネット
ワークを形成している。そしてその中心性の度合には寄与しない形でアライド・ケミカル社と
ワーナーランバート社が独立した兼任関係を持ち、残りのアメリカン・キャナミド社とジェネ
ラル・パブリック・ユーティリティ社は地域内にまったく兼任をしていない（表12）。またヴ
ァージニア／ノースカロライナにおいても、ワチョビア銀行と電力会社カロライナ・パワー・
アンド・ライト社を中心とする６社のネットワークが存在する反面、地域内で兼任関係を持た
ない２つの運輸会社（ノーフォーク・アンド・ウエスタン鉄道とシーボード・コースト・ライ
ン・インダストリーズ社）と他に連鎖しない独立した兼任を行う２社（ユナイテッド・ヴァー
ジニア銀行とヴァージニア電力会社）が存在している（表13）１１）。さらに、テキサス／オ
クラホマもヴァージニア／ノースカロライナとよく似た構造を示している。地域銀行のファー
スト・シティ・バンコーポレーション・オブ・テキサスを中心とする８社のネットワークが存
在し、同時にまったく地域内に兼任しない４社（セントラル・アンド・サウスウエスト社、シ
ティズ・サービス社、ファースト・インターナショナル銀行、フィリップス石油）と他に連鎖
しない兼任を行う２社（リパブリック・オブ・テキサス社とテネコ社）が存在している（表1
4）。

　　2-3　地域グループの中心会社

　それぞれの地域グループは、以上のように中心性から見たその構造においていくつかの類型
に分けることができる。しかし、地域内のほとんどのメンバーが連鎖的な兼任を行う地域の方
がそうでない地域よりも多く、また金融会社が最も高い中心性スコアを示す地域の方が非金融
会社をトップとする地域よりも多い。ここで最も高い中心性スコアを示す会社（以下中心会社
と呼ぶ）を地域ごとに一覧にしたものが表15である。
　各中心会社とその兼任関係については次節で詳しく見るとして、まず特筆すべきは全13地域
の内10地域の中心会社が金融会社であり、そのうち８社が地域銀行（銀行持株会社）という点
である。銀行は非金融会社と比べて一般に在籍取締役数が多く、したがって兼任取締役数も多
くなる傾向がある。とはいえ中心性スコアのモデルで示したように、ここでは在籍取締役数の
過多によってスコアの値がセンシティブにならないよう配慮しており、取締役数の多さがスコ
アの高さに直結しているわけではない。したがって地域的ネットワークにおいて金融会社が中
心的な位置を占めるケースが多いのは、兼任取締役数の多さというよりも兼任関係の相互連鎖
におけるその位置、すなわちより中心的な会社との兼任の多さが大きな要因である１２）。
　また中心会社以外のスコアに着目するならば、地域産業を支える公益企業である電力（ガ
ス）会社のポジションは注目に値する。すなわちミシガン、シカゴ、ニュージャージー、ヴァ



ージニア／ノースカロライナという重要な産業地域では、中心会社の金融会社に次ぐスコアを
電力会社が示している。さらにフィラデルフィアでは電力会社自身が中心会社であり、逆に地
域銀行が２位に位置している。さらに中心会社と電力会社のスコアの差がわずかであることか
らすれば、これらの地域では電力（ガス）会社も構造上中心的な位置に近いといえよう。
　総じていえば、各地域の取締役兼任ネットワークの構造的な中心に位置する企業としては第
１に金融フローと情報フローの結節点としての金融会社、特に地域銀行に着目しなければなら
ない。そして第２に、あらゆる産業のエネルギー的基盤である電力（ガス）会社がいくつかの
地域で高い中心性を示していることも、取締役兼任制の地域ネットワークにおける中心性スコ
アの重要な特質である。

　３．中心会社の兼任関係と地域ネットワークの特質

　　3-1　中心会社の兼任関係

　つづいて各地域で最も中心的なポジションにある会社の全兼任関係を少し詳しく検討してみ
よう１３）。まず地域銀行を中心会社とする地域からである。

　　　3-1-1　地域銀行を中心会社とする地域
　表16はアトランタの中心会社ジョージア信託会社の兼任状況である。同社は地域内で２社と
兼任しているが、特にコカコーラ社と３名の取締役を兼任させ強固な会社間関係を形成してい
る。残りの兼任先６社は地域外であり、その中にはニューヨークの大手金融会社モルガン銀行
とアメリカン・エキスプレス社が含まれている。また表17はボストンの中心会社ファースト・
ナショナル・ボストンの兼任状況を示している。同社は、アメリカで最初のタームローンを行
なったことで知られるニューイングランド地方最大の地域銀行ファースト・ナショナル・バン
ク・オブ・ボストンの持株会社である１４）。同社には12名の兼任取締役が在籍し全部で14件
の兼任を行っているが、その内７件が同一地域内の２つの金融会社との間で行われている。と
りわけジョン・ハンコック生命保険会社とは５名の取締役を兼任させるという密接な会社間関
係を形成している。そして地域外には、ニューヨークの大手製紙会社インターナショナル・ペ
ーパーをはじめエレクトロニクス、化学の大手産業会社と幅広く兼任関係を結んでいる。
　表18はミネアポリス／セントポールの中心会社ファースト・バンク・システムの兼任状況で
ある。同社は中西部５州を営業地域とする中小地方銀行86行の銀行持株会社であり、大企業へ
の貸出だけでなく鉱業、エネルギー、木材、商業、消費者金融など70年代を通じて多様化した
中西部の産業発展に呼応して高収益を維持している会社である。同社の兼任関係は非常に強く
地域内に向いており、８名の兼任取締役が作り出す11件の兼任の内９件までが地域内で行われ
ている。特に大手運輸会社のバーリントン・ノーザン社とは４名の取締役を兼任させており、
強固な会社間関係を形成している。ついで表19はピッツバーグの中心会社メロン・ナショナル
の兼任状況を示している。同社はピッツバーグ最大の地域銀行であるメロン銀行を傘下にもつ
銀行持株会社であり、同銀行および他の子会社を通じて商業銀行業務、信託業務、抵当貸付、
消費者金融など幅広い金融業務を営んでいる。同社に在籍する７名の兼任取締役は地域内７件
と地域外２件の兼任を行っている。兼任先の特徴としては地域内の諸産業会社が中心である
が、ニューヨークとテキサス／オクラホマの大手金属、エネルギー会社とも兼任している。
　表20にはヴァージニア／ノースカロライナの中心会社ワチョビアの兼任状況が示されてい
る。同社は大手商業銀行のワチョビア・バンク・アンド・トラストを中心とする東南部有数の
銀行持株会社である。1976年に金融子会社を分離し、業務内容を銀行と不動産金融、情報処理
（データ処理）に絞りこむことで業績を維持してきた。同社には８名の兼任取締役が在籍し、
地域内７件と地域外５件の兼任を行っているが、金融会社とは１社も兼任していない。そして
７件の地域内兼任のうち６件がわずか２社の産業会社と行われており、特に電力会社のカロラ
イナ・パワー・アンド・ライト社とは４名の取締役を兼任させるという緊密な会社間関係を形
成している。さらに表21はミシガンの中心会社ナショナル・デトロイトの兼任状況である。同
社は連邦準備制度加盟銀行であるナショナルバンク・オブ・デトロイトの持株会社であり、自



動車産業を最大の顧客とすることと国際金融の比重が高いことを特徴としている。1980年前後
まではアメリカ自動車産業の根強い資金需要に裏付けられた業務拡張を展開していた。同社は
11名の兼任取締役が24件の兼任を行っており、その内19件が地域内である。この点では強く地
域内に向いたネットワークといってよい。また業種から見ると24件の兼任の内22件までが非金
融会社であり、金融会社との兼任はミューチュアル生命保険とピッツバーグ・ナショナル銀行
の２社だけである。反対に非金融会社とは重複度の高い兼任を行っており、特にエレクトロニ
クス機器のバローズ社と電力会社のデトロイト・エディソン社とは、それぞれ４名の取締役を
兼任させている。
　つづいて表22は、テキサス／オクラホマの中心会社ファースト・シティ・バンコーポレーシ
ョンズ・オブ・テキサスの兼任状況である。同社はテキサス州最大の銀行持株会社であるが、
その後深刻な経営危機に陥り1987年9月にはＦＤＩＣ（連邦預金保険公社）と投資家グループ
による大規模な救済を受けたことで有名である。1980年時点では主要な貸出先である石油・ガ
スのエネルギー産業と建設業が同社の業績を牽引していた。同社の６名の兼任取締役は全体で
も９件しか兼任を行っておらず、同一地域の建築会社ハリバートン社とのみ２名の取締役を兼
任させているのを除けば、とりわけて重複度の高い兼任も見受けられない。また金融会社とは
１社も兼任していない。最後に表23は、シカゴの中心会社ファースト・シカゴの兼任状況であ
る。同社はシカゴを基盤として銀行・信託業務を行う全米有数の銀行ファースト・ナショナ
ル・バンク・オブ・シカゴの持株会社である。業務は一般事業貸出が主であるが、小口の消費
者金融も１店舗銀行としてはアメリカ最大である。同社には19名の兼任取締役が在籍してお
り、地域内20件と地域外11件の兼任を行っている。全国的に見ても同社の兼任ネットワークは
大きいが、地域外の兼任先は西部地方６件、ミネアポリス／セントポール３件、ニューヨーク
２件でありそれほど広い範囲にまたがっているわけではない。また同地域はシカゴ・シンジケ
ートといわれるほど結束の固い経済界で有名であるが、兼任ネットワークもそれを反映して電
力会社のコモンウェルス・エディソン社と４名の取締役を兼任させているのを始めとして産業
機械、金属、流通、エネルギー関連の大手非金融会社と重複度２以上の兼任を多数行ってい
る。さらに西部地方の２社を別にすれば、重複度２以上の兼任先がすべて地域内のメンバーで
あることもネットワークの凝集力の高さを示している。

　　　3-1-2　銀行以外の金融会社を中心会社とする地域
　表24はハートフォードの中心会社ＣＢＴの兼任状況である。総合金融会社である同社には９
名の兼任取締役が在籍しているが、兼任関係は完全に地域内のみでありしかも重複度が高い。
特に保険会社のコネチカット相互生命とコネチカット総合保険の両社とは、それぞれ４名と３
名の取締役を兼任させている。これに対して、表25に示すニュージャージーの中心会社ミュー
チャル・ベネフィト生命の兼任関係は好対照である。同社は1979年段階の総資産51.8億ドルで
全米15位の生命保険会社であるが１５）、その兼任状況の大きな特徴は地域外との強い関係に
ある。同社に在籍する７名の兼任取締役は地域内では銀行と電力会社に１名ずつ兼任している
だけであり、逆にニューヨークの石油会社アメラダ・ヘスとは４名もの取締役を兼任させてい
る。

　　　3-1-3　非金融会社が中心会社の地域
　表26にはフィラデルフィアの中心会社フィラデルフィア・エレクトリック社の兼任状況が示
されている。同社はペンシルベニア州南東部を中心に電力と天然ガスを供給する電力会社であ
るが、70年代中盤からの急速な原子力発電への転換を電力料金の値上げに連動させ好調な業績
を上げている。同社に在籍する５名の兼任取締役は10件の兼任を行っているが、兼任先はフィ
ラデルフィアとニューヨークだけである。ニューヨークは大手市中銀行と大手産業会社の間に
４件、地域内では６件である。ただし地域内の兼任は全て金融会社との間であり、とび抜けて
多いわけではないがファースト・ペンシルヴァニア銀行との間にだけ２名の取締役を兼任させ
ている点が注目される。
　また表27には、オハイオの中心会社リパブリック製鉄の兼任状況が示されている。同社はい
わゆるクリーブランド企業諸集団における老舗の製鉄会社（1899年設立）であり、機械、建
設、金属、石油そしてとりわけ自動車産業を主要な仕向け先としている１６）。同社に在籍す
る８名の兼任取締役は地域内６件と地域外７件の兼任を行っている。地域内では、ナショナル



シティ銀行（３名）やクリーブトラスト社（２名）など金融会社と高い重複度で兼任してい
る。地域外の兼任先は主にニューヨークの大手金融会社が中心であり、複数の取締役を兼任さ
せる会社も２社含まれている。
　そして表28は、西部地方の中心会社スタンダードオイル・オブ・カリフォルニアの兼任状況
である。同社はアメリカおよび諸外国における石油・天然ガスの開発・採掘・輸送・精製・販
売を業務とする総合石油会社であり、世界７大石油会社のひとつである。国内では西部および
南西部を基盤としているが、東部でも大きな地盤を築いている。同社には８名の兼任取締役が
在籍し、地域内８件と地域外５件の兼任を行っている。兼任先地域は業務上の基盤を背景とし
て西部地方とニューヨークが主である。兼任の重複度はほとんどが１であるが、ニューヨーク
の巨大銀行シティコープとは２名、西部地方の航空大手ボーイング社とは４名の取締役を兼任
させて強固な会社間関係を形成している。

　　3-2　中心会社から見た地域ネットワークの特質

　各地域の中心会社の取締役兼任状況を少し詳しく見てきたが、これは地域ネットワークの中
心となっている「中心会社」の兼任関係の検討であって、それぞれの「地域ネットワーク」全
体の特質を明らかにしたわけではない１７）。もちろん中心会社はその地域で中心的なポジシ
ョンを占めるわけであるから、それぞれの地域メンバーとのネットワーキングが密接であるこ
とは当然であるが、兼任の重複度や地域外との兼任状況などは中心会社ごとにかなり差異があ
った。しかしまずは各地域と中心会社に共通する特質、いわば地域的な取締役兼任ネットワー
クの構造的特質に着目するべきであろう。業種や兼任状況の異なる中心会社ではあるが、その
兼任構造には大きく共通するパターンがある。そしてそれは取締役兼任制を情報フローのネッ
トワーキングと考えるにしろ、あるいはなんらかの影響力を行使するシステムと考えるにして
も、当該地域の兼任ネットワークにおける中心会社の機能に大きな関連をもっている。
　その第１は中心会社の兼任重複度に関わる問題である。すなわち各中心会社の兼任先に、重
複度を基準として他のメンバーとは位置づけの異なる会社あるいは抜き出て会社間関係が密接
であろうと考えられる会社が確認できる。個々の兼任関係が１名の取締役によって行われる場
合と複数の場合では、会社間関係の強さと継続性は大きく異なる。そこで各中心会社の兼任先
を重複度に着目しながら見て行くと、１名の取締役による兼任すなわち重複度１のケースが一
般的であるが、重複度１の兼任先しか持たない中心会社はない。すべての中心会社は２以上の
重複度の兼任先を少なくとも１社持っているのである。このうち重複度３以上で兼任する会社
は、兼任先の割合としても少なく、一般に非常に密接な会社間関係を形成していると考えてよ
い。特に中心会社と同じ地域グループのメンバーであればその結合力は一層強固であろう。
　ここで同一地域にあってかつ重複度３以上の兼任関係にある会社を強連結会社と呼ぶことに
すれば、中心会社と強連結会社の兼任は表29のような状況にある。重複度４で地域外の会社と
兼任するニュージャージーと、兼任先の最も高い重複度が２であるフィラデルフィア、テキサ
ス／オクラホマは表に表われていない。みられるように、中心会社が金融会社で強連結会社が
非金融会社という兼任パターンが13地域中６地域と最も多い（重複度が２であるため強連結会
社をもたないケースに分類されるフィラデルフィアとテキサス／オクラホマも、兼任パターン
としてはこれと同じである）。すなわち、多くの地域において中心会社である金融会社と同地
域を本拠とする非金融会社が強固な兼任関係で結合し、ネットワークの構造に核となる部分を
構成するというパターンを見い出せるのである。
　そして第２の共通するパターンは、そのネットワークの核の機能的な位置づけと関わる問題
である。中心会社の地域外の兼任先はその会社の業種や展開地域によって多様であるが、ニュ
ーヨークに本拠を置く独占的巨大会社との兼任はほとんどの地域に共通して見られる。とりわ
け大手市中銀行をはじめとする金融会社との兼任は、フィラデルフィア・エレクトリックとチ
ェースマンハッタン銀行、リパブリック製鉄とケミカル・ニューヨーク、スタンダードオイ
ル・オブ・カリフォルニアとシティコープ、ファースト・ナショナル・ボストンとＡＶＣＯな
どであるが、中心会社に限らずその強連結会社との兼任も含めれば、アトランタのコカコーラ
社やボストンのジョンハンコック相互生命はＪ．Ｐ．モルガン社、ハートフォードのコネチカ
ット相互生命はチャーター・ニューヨーク銀行などと兼任している１８）。
　この兼任関係は、各地域の中心会社からすれば主に資金フローに対する必要性からであると



考えられるが、ニューヨークの大手金融会社の方から見れば全国的な事業展開に際して経営情
報とコネクションの地域的な集積地としての中心会社（ないしその強連結会社）をネットワー
クするという意義が大きいであろう。またそれは金融会社のみならず、ニューヨークに本拠を
置く全国的・世界的産業会社にとっても同じ事情であると思われる。実際表30に示すように、
各地域の中心会社は数多くのニューヨーク巨大産業会社と広範な兼任関係を形成している。

　結びにかえて

　地域的な取締役兼任制は、その濃淡に相違はあるがいずれも構造上の中心を持つ会社間ネッ
トワークであった。そして中心性スコア分析から得られるその特質は、まず飛び抜けた地域銀
行（銀行持株会社）のポジションに見い出すことができる。本稿で対象とした会社にはその活
動を全国的・世界的に展開しつつある産業会社が多く含まれているが、その経営活動に大きな
影響力を及ぼす地域的取締役兼任のネットワークでは、依然として地域銀行が中心的なポジシ
ョンにある。地方に本拠をおく全国的・世界的企業は、その成長にともなって地域銀行の融
資・情報サービスへの依存を弱めていき、逆に全国的な融資シンジケートとの関係を強めてい
くと考えられる。しかし、その地方での活動を維持する限り地域銀行との関係は継続するであ
ろうし、また全国的な貸手としての巨大銀行の方も、地域への融資の増大にともなって顧客に
関する情報の集積地である地域銀行と関係を深めていくことは十分考えられる。多くの地域で
地域銀行が中心的なポジションである理由は、このような金融と情報フローの集積地としての
機能を反映したものであろう。
　また各中心会社の兼任関係を検討することによって、多くの中心会社に飛び抜けて大きな重
複度で兼任する強連結会社が結合しているということも明らかになった。その組み合わせは中
心会社である地域銀行に産業会社の強連結会社というパターンが典型である。そして中心会社
あるいは強連結会社とニューヨークに本拠をおく巨大会社、とりわけ全国的銀行との間には広
範な兼任関係が存在している。この会社間関係もまた、地域銀行・大手地域産業会社・全国的
銀行の三者間関係を人格的に表現している１９）。
　つぎに中心性スコア分析から得られる第２の特質は、基礎エネルギー産業である電力・ガス
会社の重要なポジションである。すなわち電力・ガス会社が中心性スコアで中心会社に次ぐポ
ジションを占めている地域が多く見られた。それらはフィラデルフィアやミシガン、シカゴな
どいずれも巨大産業会社の集中地域である。例えばフィラデルフィア電力を取り上げるなら
ば、70年代を通じてこの地域に鉄鋼、石油、機械、造船などの製造工場や調査研究機関が多く
集中した結果、大手の電力・ガス供給会社である同社の産業向け電力供給の比重が急激に増大
している２０）。同社は、電力需要の急上昇を背景とした原子力発電所の建設や電力料金の設
定問題などを通じて地域経済への影響力を強めていったのであり、また地域メンバーからすれ
ば基礎エネルギーへの依存とともに同社との利害関係を深めていったわけである。取締役兼任
はその重要な手段であり結果であったといえるであろう。そして基礎エネルギー産業の公益的
性格からすれば、電力会社は競争関係にある企業も含めた共同利益のための一種のミーティン
グ・ポイントである可能性が高い２１）。この意味では、取締役兼任制は金融フローの方向づ
けを内容とした会社間関係の人的表現であるとともに、やはり情報フローの媒体すなわち情報
ネットワークとしても重要な機能を果たしているといえよう。
　本稿では、地域的なまとまりで連鎖する取締役兼任のネットワークを検討してきた。そして
その典型的な構造は地域産業会社と強く結合する金融会社を中心とした階層的なネットワーク
であった。業務担当取締役のトップ・マネジメントとしての機能を考えた場合、金融と情報の
フローをマネジメントすることは、その戦略的意思決定に重要な影響を与える。この意味で典
型的な地域的取締役兼任制の構造は、中心会社である金融会社の地域的な影響力の及ぶ範囲す
なわち影響圏であり、また同時に経営情報スキャンの作用圏を示しているといえる。ただし、
会社間ネットワークである取締役兼任制と個別会社のトップ・マネジメント機能との関連をよ
り具体的に明らかにするには残された課題も多い。その１つは、取締役兼任でネットワークさ
れたある範囲の会社間における実体的なトップ・マネジメント機能の作用圏の確認であり、も
う１つは個別会社の戦略的意思決定にたいする取締役兼任の影響の問題である。いずれの課題



も本稿での分析よりさらに限定された兼任関係を対象として、個別会社の組織・戦略・行動と
会社間ネットワークとの相互作用を具体的・実証的に検討していく作業となるであろう２２
）。

注

１）なぜなら、巨大会社間の取締役兼任が例外的・偶発的ではなく制度的に一般化　　するの
は、戦略的意思決定を担うトップ・マネジメント体制が現代的な企業管　　理システムとして
形成されることと深く関連しているからである。この点につ　　いては仲田［1992］135～140
ページに詳しい。また、取締役兼任制分析の意義と　　視角について詳しくはScott［1984］
pp.24～30、上田［1984］11～16ページを参照さ　　れたい。
２）サンプル会社はフォーチューンやフォーブスの1979年度資産ランクで上位にあ　　り、か
つアメリカ、カナダ、ヨーロッパなどの大企業の取締役兼任関係のダイ　　レクトリーである
Levine's Atlas of Corporate Interlocks の1980年度版で、その兼任関係　　を確認できる
アメリカ企業192社（金融会社80社、産業会社112社）である。本稿　　の末尾には付表として
その一覧を掲示している。また本稿で提示する取締役兼　　任データの集計中に、拙稿
［1987b］における兼任関係の見落としを発見した。　　全体としての拙稿の論旨を変更させ
るものではなかったが、ここで訂正させて　　いただくことにしたい。数字はすべて各社の隣
接度である。
Hartford National（ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ）　　　　　　　誤（４）　正（５）
Northeast Utilities（ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ）　　　　　 　誤（３）　正（５）
Philadelphia Electric（ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ） 　　　 　誤（４）　正（５）
First City Bancorp. of Texas（ﾃｷｻｽ/ｵｸﾗﾎﾏ） 誤（５）　正（４）
Halliburton（ﾃｷｻｽ/ｵｸﾗﾎﾏ） 誤（４）　正（３）
Standard Oil of Ohio（ｵﾊｲｵ） 誤（２）　正（３）
Republic Steel（ｵﾊｲｵ） 誤（２）　正（３）
３）各地域の密度とそれをめぐる諸論点については、拙稿［1992c］157ページを参照　　され
たい。各地域の切り出しについては、地域メンバー企業による全兼任の中　　で当該地域メン
バー同士の兼任がどのくらいの比率であるかという尺度を基礎　　とした。ここで地域グルー
プとしているのはその比率が10%以上の場合である　　が、本来その値の意味づけは恣意的な
ものである。地域的なまとまりといいう　　る凝集性の水準については他の尺度も成立しうる
であろう。
４）ここでいう影響力は、例えば「銀行支配」などという場合の支配力を意味しな　　い。実
際に会社支配が達成されるかどうかは会社株式の動員力の問題であって、　　会社間関係的な
中心会社にそのパワーがあるかどうかはケース・バイ・ケース　　である。現代企業の支配と
コーポレート・パワーをめぐる諸論点についてはス　　コット［1988］、さらに拙稿［1992a
］および［1992b］を参照されたい。
５）グラフ理論においてグラフ（ネットワーク）を構成する点の中心性をどのよう　　に計測
するかについては、現在でもプロブレマティクな論点のようである。隣　　接度はニーミネン
(J.Nieminen)の次数に基づく中心性の操作的尺度であるが、点（会　　社）に焦点を合わせた
中心性の尺度（点中心性）のひとつにすぎない。この問　　題の内容と歴史の理解については
井上［1989］に多くを負っている。またグラ　　フ理論の社会的諸関係分析への応用について
はフラマン［1974］を参照された　　い。
６）Bonacich［1972］を参照されたい。またこの指標を取締役兼任による企業間関係　　分析
に応用したのはマリオリスやミズルチ、ミンツとシュワーツらである（
　　Mariolis［1975］、Mintz and Schwartz［1985］、Mizruchi［1982］）。以下の中心性ス
コ　　アについての説明は主にMizruchi［1982］に負っている。また日本においても、　　企
業集団や企業グループの取締役兼任分析に中心性スコア分析が応用され成果　　を上げてい
る。上田［1983］、佐藤［1986］などを参照されたい。
７）したがって固有値を求める結合力行列の対角要素は０として計算される。
８）このことは非常に重要である。以下に示す中心性スコアは各地域ごとの相対的　　な値で
あるから、例えばＡ地域のある会社とＢ地域のある会社のスコアを比較　　して両者の中心性



を論ずることはできない。
９）兼任のウエイトづけは次のような考え方である。

　　　　取締役の派遣　　　　　 
　　　　取締役の受入れ　　　　 
　　　　取締役の交換　　　　　 

　　　ただし、Ｓｉｊは企業から企業への派遣取締役数、Ｔｉｊは企業が企業から受　　入れ
る取締役数であり、ＷＳとＷｒはそれぞれ派遣ウエイトと受入れウエイト　　である。両者は
合計を１として通常ＷＳ＝0.9、Ｗｒ＝0.1の配分で計算される
　　（Mizruchi［1982］pp.60～61）。
10）表１に示したように、バンカメは兼任会社数すなわち隣接度でいえば同地域で　　単独ト
ップの値を示している。
11）他の会社に連鎖しない独立した兼任を行う会社は、中心性スコアに影響を与え　　ないた
めに地域内で兼任を行わない会社と同様スコアが与えられていない。
12）また表15と表１の対比から明らかなように、各地域で隣接度がトップである会　　社群の
中に中心性スコアがトップである会社＝中心会社が含まれるとは限らな　　い。実際、ピッツ
バーグとハートフォードそして西部地方の中心会社は隣接度　　においてその地域のトップで
はない。
13）中心会社とりわけ金融会社はＭ＆Ａや名称変更が頻繁であるため、いくつかの　　中心会
社は現存しないかあるいは異なった名称になっている。兼任関係をはじ　　めとするデータは
1980年時点の各社のものである。
14）タームローン(term loans)は1930年代に登場した中期事業貸付で、大手商業銀行が　　投
資銀行業務的性格を持った業容に変化していく際の重要な契機とされている。　　西川・松井
［1989］202ページ以下に詳しい。
15）"The Fortune Directory of the Largest 50 Non-Industrial Companies", Fortune,
July 14, 1980の資　　　 産ランクによる。
16）メンシコフ［1974］384ページを参照。
17）メンバー会社数とその兼任総数の相違によって生ずる地域ネットワークの全体　　的特質
に限っては、拙稿［1987b］99～110ページあるいは［1992c］156～162ページ　　を参照され
たい。
18）コカ・コーラ社はJ.P.Austin氏、ジョンハンコック相互生命はH.W.Johnson氏、コネ　　
チカット相互生命はW.R.Chaney氏がそれぞれ兼任取締役である。
19）地域銀行と全国銀行の相互関係の展開については、松井［1986］266～267ページ　　に詳
しい。
20）日本経済新聞社『外国会社年鑑』1978年版、1980年版の同社の項による。
21）利害調整と情報交換を主な目的とする取締役兼任が集中する会社をさす。
　　ref. Fennema［1982］p.143.
22）仲田［1992］140ページ。また、個別会社の戦略的意思決定と取締役兼任制の関　　係に
焦点を合わせた研究としては岩波［1991］がある。
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